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〇大阪府中央会会員の価格転嫁の状況

「実現した」と回答した事業所は４９．０%（全国平均４９．９％）と未だ半数程度、「実現しなかった」 と回

答した業種は「サービス業」が１６．７％で最多。また、ほぼ全ての規模・業種において、「人件費引上分」
の転嫁が「原材料費分」を下回っている。

２

価格転嫁状況（事業所規模・業種別） 原材料費、人件費の価格転嫁の状況（複数回答可）（事業所規模・業種別）

１．価格転嫁の現状について（大阪府中央会 令和6年7月調査）
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２．最低賃金引上げに関する調査結果（大阪府中央会 令和6年10月調査）

・最低賃金の引上げ、適切な価格転嫁は表裏一体のもの。いずれが欠けてもうま
くいかない。下請け企業が必要な価格転嫁ができる環境整備が必要。（印刷業）

・業務改善助成金など有効な助成金の創設、また所得の減税なども検討してもら
いたい。（ソフトウエア開発業）

・最低賃金の引上げは正社員の賃金にも影響するため、大幅引上げは経営的に
苦しい。（電気工事業）

・最低賃金引上げに伴う、パートの就業調整が必要ないような施策の実施を望む。
例えば、増えた所得や社会保険料の減税措置など。（卸売業）

〇最低賃金引上げの影響を受ける事業者の生声

３
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３．賃金引上げに向けた取組等

４

①中小企業組合による団体協約の活用

団体協約に関する最近の動き

中小企業等協同組合法に基づき、組合員と取引関係にある事業者等と、取引価格や納入条件等の取引条件に
関する団体協約を締結することが可能であり、一定の要件を満たせば、独占禁止法の適用除外となる。
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３．賃金引上げに向けた取組等

②生産性向上に向けた各種補助金の活用促進（地域事務局）

• ものづくり補助金
• 中小企業・小規模事業者等が直面する制度変更
（働き方改革や被用者保険の適用拡大、賃上げ、
インボイス導入等）に対応するために取り組む、
革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセス
の改善を行うための設備投資等を支援する。

• 中小企業省力化投資補助金
• 人手不足に悩む中小企業等に対して、ＩoＴ、ロボット
等の人手不足解消に効果がある汎用製品を導入す
るための事業費等の経費の一部を補助することによ
り、簡易で即効性がある省力化投資を促進し、中小
企業等の付加価値や生産性向上を図るとともに、賃
上げにつなげることを目的とする。

中小企業庁
作成資料より
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